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様式３ 

会   議   録 

会議名 

（審議会等名） 
相模原市環境審議会 

事務局 

（担当課） 
ゼロカーボン推進課 電話０４２－７６９－８２４０(直通) 

開催日時 令和８年８月２０日（木） １０時２０分～１２時１５分 

開催場所 ウェルネスさがみはらＡ館７階 視聴覚室 

出 

席 

者 

委 員  １６人（別紙のとおり） 

その他   ３人（エヌエス環境株式会社） 

事務局 ９人（ゼロカーボン推進課長、環境保全課長 他７名） 

公開の可否 ■可  □不可  □一部不可 傍聴者数 ０人 

公開不可・一部

不可の場合は、

その理由 

 

議 題 

１ 開会 

２ 審議 

（１）会長、副会長の選出について 

（２）相模原市環境基本計画の概要及び次期計画の策定スケジュー

ルについて 

（３）市民等からの意見の聴取について 

（４）現行計画【基本目標４】の振り返りについて 

（５）令和８年度版さがみはらの環境（相模原市環境基本計画年次

報告書） (令和７年度報告)【基本目標４】（案）について 

３ その他 
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議 事 の 要 旨 

主な内容は次のとおり。 

 

１ 開会 

 定足数の確認の上、開会した。 

 

２ 議題 

（１）会長、副会長の選出について 

会長、副会長の選出について相模原市環境審議会規則第３条第１項の規定に基づ

き、委員の互選により、田中充委員が会長に、大河内委員が副会長にそれぞれ選出

された。 

 

（２）相模原市環境基本計画の概要及び次期計画の策定スケジュールについて 

資料１を基に、事務局より説明が行われた。 

 

意見等なし 

 

（３）市民等からの意見の聴取について 

資料２を基に、事務局より説明が行われた。 

 

（吉永委員）前回の審議会でもコメントしたが、アンケートを９月に実施すると「暑

い」という意識にバイアスがかかると考えている。冬は冬で別の問題が生じるは

ずであり、その点について改めて伺いたい。スケジュール上、調査を実施できる

時期が限られることは理解しているが、９月実施についての考え方を聞きたい。

参考資料３の問１については、「暑い」に多くの回答が集まることが予想され、調

査を行うまでもなく結果がある程度見えている設問にも思える。今回はこの内容

で良いと考えているが、この点に関する考え方についても伺いたい。 

（田中会長）委員の意見としては、調査時期をずらした方が良いということか。 

（吉永委員）暑い時期と寒い時期では異なる問題が現れると思うため、可能であれ

ば調査は２回実施できると良いと考える。今、冬の問題を具体的には思いつかな

いが、寒い時期には寒い時期なりの環境上の課題があるはずだと感じている。 

（田中会長）暑い時期と寒い時期の両方を対象とすることで、より平均的な市民意

識を把握したいという趣旨は理解した。一方で、経費や調査時期、計画策定スケ

ジュールの制約から、調査回数や実施時期が限られていることも考慮する必要が

あると認識している。 
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（落合委員）参考資料４の問２において、「１・２・４・５を選んだ場合は問３－１

へ」となっているが、問３－１が見当たらない。これは、問２－１の間違いでは

ないか。 

（事務局）当該箇所は誤記であり実際のアンケート用紙においては、修正済みであ

る。修正内容の共有ができていなかったことをお詫び申し上げる。 

 

（大河内副会長）設問も前回の計画策定時に比べると大幅に選択肢が増えているた

め、これ以上は難しいかもしれないが、例えば、国の方針として、地域の資源を、

観光資源も含めて活用していくという方向が結構強く打ち出されていると思う。

例えば、参考資料３ 問４の１１「山や川、動物園や水族館等に出かけ、自然や

生きものにふれる」、この設問は非常に良いと思うが、同時に、市民が市内のそう

いった環境に触れる機会、観光・環境資源に触れる機会をどれくらい持っている

のかという設問について、対象エリアを絞って加えられるのなら加えても良いか

と思う。 

（田中会長）現行の基本計画の策定時に実施した市民アンケートについて、項目や

調査結果が掲載されている。今回行う市民意識調査・事業者意識調査では、前回

の項目のいくつかを踏襲し、計画期間における変化を比較できるような項目設定

になっていると考えられる。 

 

（田中会長）２点お尋ねしたい。資料２の事業者ヒアリングについて、具体的にど

のような項目を設定しているのか。また、対象事業者を何社程度想定しているの

か、アンケート調査と並行して実施するのかなど、実施時期や進め方についても

確認したい。 

（エヌエス環境株式会社）事業者ヒアリングは１０社程度を予定している。対象は、

温室効果ガスを多量に排出する大規模事業者、先進的な取組を行っている事業

者、市が今後検討している事業に関連する事業者等を想定している。ヒアリング

では、大規模事業者に対して省エネ・再エネ導入の現状や課題、脱炭素に関する

中長期目標の有無を確認する予定である。先進的な事業者については、取組内容

や成功要因、関係主体との連携状況、他事業者への波及可能性、今後の協働の可

能性を把握する予定である。また、新規事業に関連する事業者については、技術

や事業の現状、市内への影響や展開可能性、地域との連携可能性などを確認する

予定である。 

（田中会長）事業者ヒアリングを実施する際は、審議会委員が所属する団体等とも

相談しながら対象事業者を検討してほしい。また、ヒアリングにおける目的を明
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確にすることも重要である。好事例を収集することを目的とするのか、課題や問

題点を把握しその解決策を検討することを目的とするのかなど、ヒアリングの目

的を明確にしたうえで、対象や質問項目を設定すべきである。ヒアリングの結果

を、環境基本計画の策定にどのように活用するのかを見据えて検討してほしい。

これは市民ワークショップについても同様であり、市民意見をどのように計画へ

反映するのかという活用目的を踏まえて実施方法を検討することが望ましいと

考える。 

 

（山重委員）参考資料３の「ご協力のお願い」の文章について、地球温暖化対策、

一般廃棄物処理、水とみどりの３つの項目がある中で、２つのみが記載され、１

つが含まれていない点に違和感を覚えた。また、「『次期市環境基本計画』『次期市

地球温暖化対策計画』『次期市水とみどりの基本計画・生物多様性戦略』の策定に

向けて…」と３つの計画が並列に記載されているが、環境基本計画が上位計画で

あることが分かるよう、「環境基本計画、及び」といった文言とするなど、表現の

工夫をした方が良いと考える。 

（事務局）印刷やスケジュールの制約もあるが、指摘のあった内容について改めて

検討し、可能であれば修正を行いたい。 

 

（吉永委員）参考資料３に記載されているＩＤについて、このフォントでは数字の

１と英字のｌ（エル）の区別がつきにくいため、分かりやすい表記となるよう配

慮した方が良いと考える。 

（田中会長）アンケートは９月１日発送予定であり、３，０００サンプルを印刷す

る時間も必要となるため、かなり最終段階にある。基本的には現在の形で進める

ことになると思うが、可能な範囲で微修正や微調整をお願いしたい。 

 

（４）現行計画【基本目標４】の振り返りについて 

資料３を基に、事務局より説明が行われた。 

 

（吉永委員）土砂埋立てに関する記載について、新たな市条例の制定により、盛土

に対して、従来よりも市が規制を行いやすくなったとの理解で良いか確認した

い。また、大気の環境基準達成率について、測定地点数に対する達成地点数で示

されているが、地点ごとに測定項目が異なり延べ数で集計されていると理解して

いる。そのため、未達成が光化学オキシダントのみによるものなのか、他の項目

にも未達成の要因があるのかが分かりにくい。未達成項目の内訳が分かる資料が

別途あるのか確認したい。 
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（環境保全課長）盛土については、法規制の開始により制度が強化されたが、相模

原市では従前から条例に基づき同様の規制を行ってきたため、事業者はこれまで

も比較的厳しい規制の下で埋立てを実施していたと認識している。ただ、条例と

法律では、違反したときの罰則が大きく変わってくるため、そういった部分での

強化がなされたという認識で良いと考える。内容が大きく変わったというより

は、違反者に対しての規制が強化されたという認識である。これに伴い、環境部

局の方では、埋め立てた土砂による土壌汚染防止というところを明確に打ち出し

たような次第である。 

（吉永委員）計画は廃止になったが、津久井農場計画の事例では、土壌汚染という

よりも熱海のような事件が起きるかもしれないという点に懸念があったと認識

している。そうした事業に対するリスクについては、現在も条例上は大きく変わ

っていないという認識で良いのか。 

（環境保全課長）今回、法律が施行され、法律が整備される前の盛土についてもさ

かのぼって危険度や崩落のおそれを改めて判断し、現在の法令に照らして規制や

罰則を適用できる仕組みになっている。まだ建設部局の方でどういった判断がな

されたかどうかというところは公表されていないが、これまでと比べて規制は強

化されたという認識で良いと考えている。 

２点目の、大気の環境基準達成状況については、各測定局で測定している項目

数を合計したものを分母として算出している。未達成となっているのは毎年同じ

く光化学オキシダントの５局であるため、同様の数値が続いている。ご指摘のと

おり、騒音や大気などは内訳を細かく見ないと状況が分かりにくい面があり、今

後ホームページ等で結果を公表する際には、より分かりやすい示し方について検

討していきたい。 

（吉永委員）それであれば、環境基準を達成していないのは光化学オキシダントだ

けで、それ以外の項目はすべて達成しているということになると思う。その点が

分かるように、資料にも追記した方が良いのではないかと考える。 

（田中会長）土壌・地下水汚染防止の項目では、④土砂等の埋立て等に係る定期パ

トロール体制の強化や⑤土砂等の埋立て等に係る監視、指導体制の強化が「縮小」

となっている。先ほどの説明では、法律による規制が導入されたことで、その部

分を法が担うようになり、市の条例で扱う範囲が縮小したという趣旨であったと

理解している。一方で、監視や指導、パトロールといった取組自体は法律の運用

によって継続、あるいは強化されているとも受け取れる。この表だけを見ると取

組そのものが縮小されたように見えるが、実際には法による対応強化という側面

もあることが分かるよう、表記や表現を工夫した方が良いのではないか。 
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（高田委員）水質の環境基準達成率について、「基準を達成している地点について、

調査地点を減少させたことにより達成率が低下した」とある。説明を聞けば事情

は理解できるものの、公表資料として見た場合には事情が分かりにくいのではな

いかと感じる。また、次の説明にも関係するが、「さがみはらの環境」ではその点

への言及が十分ではないように思われるため、表現や説明の仕方について検討し

た方が良いと考える。 

（環境保全課長）水質の環境基準達成率については、業務の合理化や調査地点のロ

ーテーションなどの都合により、調査地点数の減少が達成率に影響している部分

がある。説明のとおり事情はあるものの、年次報告である「さがみはらの環境」

は単年度の結果を中心に掲載しているため、その背景が見えにくくなっている点

は指摘のとおりである。今後は、分かりやすい見せ方について検討していきたい。 

（田中会長）公共用水域と地下水では状況が異なり、公共用水域は環境基準達成率

が低い一方で、地下水は高い水準で環境基準を達成していると理解している。本

来であれば両者を分けて達成状況を示したうえで、河川等についてはどの項目が

未達成であったのかを分析することで、より具体的に原因を把握できるのではな

いかと考える。今後の計画の見直しを考慮して見せ方について検討してほしい。 

 

（大河内副会長）地下水の達成率について、環境基準を達成している地点を分母に

戻して再計算すると８７％となり、最終目標は達成見込みと整理されている。し

かし、基準年度も最新値も８７％であり、現時点では横ばいに見えるため、今後

達成に向かう傾向が読み取りにくい。この再集計した値で見た場合に、例えば改

善傾向が見られるなどの分析手法があるのか確認したい。 

（環境保全課長）公共用水域、地下水ともに、環境基準を達成できていない地点や

項目が固定化している状況にある。また、公共用水域の自然条件や大腸菌の測定

方法の変更などにより数値の変動が生じており、単純に上昇傾向や改善傾向と評

価することは難しい状況である。今後、どのような指標で評価し、施策へ反映し

ていくべきかについては引き続き検討していきたいと考えており、審議会での意

見も踏まえながら改善していきたい。なお、最終目標を「達成見込み」と記載し

ているものの、確実に達成できるという意味ではないのが実情である。 

 

（高村委員）公共用水域の環境基準達成率について、グラフでは７４％から７８％

程度で推移しており、実施した事業として津久井地域の下水道整備や高度処理浄

化槽の設置が挙げられている。しかし、今後はこれらの取組を終了する方針とな

っているため、これらの事業によって公共用水域の環境基準達成率がどの程度改

善したのか確認したい。達成率の改善に一定の効果があったため事業を終了する
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のか、それとも実施の有無にかかわらず達成率に大きな変化は見られなかったの

か、その点を把握したい。 

（環境保全課長）高度処理浄化槽は、窒素・リンの除去を目的として水源環境保全

税を活用して実施してきた事業である。相模湖の窒素・リン濃度については、国

においても原因分析が行われており、人的要因による影響の割合はもともとそれ

ほど大きくないことが分かっていた。そのような中でも、少しでも負荷を減らす

ために高度処理浄化槽の設置を進めてきた。山梨県側での設置により一定の改善

は見られたものの、相模川水系はもともと窒素やリンを比較的多く含む特性があ

り、人的要因を低減しても達成率や数値が大きく変化する状況ではなかったと認

識している。なお、高度処理浄化槽事業の終了に関する最終的な判断は別の所管

部局で行っているため、詳細な経緯まではこの場で説明できないが、状況として

はそのように理解している。 

（田中会長）先ほどの説明にもあったように、公共用水域の環境基準達成率が低い

要因については、項目ごとに見ていく必要があると思う。例えば、大腸菌数や窒

素・リン、COD・BOD など、どの項目が環境基準を達成できていないのか、またそ

れがどのような要因によるものなのかを分析しなければならない。その分析があ

って初めて、事業を休止・縮小するのか、あるいは強化するのかといった判断に

つながるものと考える。その意味では、今後の取組方針やこれまでの説明におけ

る各事業の整理について、もう少しきめ細かく分析し、その結果に基づいて対応

策を検討した方が、より効果的な取組につながるのではないかという印象を持っ

た。今後の検討課題として考えていただきたい。 

 

（吉永委員）公共用水域の環境基準達成率について、表では「指標」「基準値」「最

新の実績」と並んでいるが、この「基準値」は環境基準を指しているのではなく、

平成３０年度の達成率８７％を基準として設定した値という理解で良いのか確

認したい。 

（環境保全課長）そのとおりであり、この基準値は環境基準そのものではなく、計

画策定時の達成率８７％を基準として、そこから目標値を設定したものである。 

（吉永委員）そうであれば、「基準値」という表現よりも、平成３０年度の達成率で

あることが分かるような表記の方が分かりやすいのではないかと感じた。 

 

（小林委員）環境監視の継続的な実施項目にＰＦＡＳが挙げられているが、最近は

新聞等でもＰＦＡＳ問題が大きく取り上げられている。上溝地区、道保川公園で

実施されたＰＦＡＳの実証実験については結果が公表されておらず、「なぜ公表

されないのか」「悪い結果が出たのではないか」と心配する声がある。 
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（環境保全課長）道保川公園で実施したＰＦＡＳの実証実験については、結果の取

りまとめが完了したところであり、近日中にホームページで公表する予定であ

る。また、結果の公表にあたっては、上溝地域への伝え方についても相談しなが

ら進めていきたいと考えている。 

（小林委員）よろしくお願いしたい。公表が遅れることで不信感が生じる可能性も

ある。道保川公園が高い値を示したと報じられた経緯もあることから、実際の状

況をできるだけ早く市民に知らせた方が良いのではないかと考える。 

 

（田中会長）ＰＦＡＳについては、地下水や土壌汚染など様々な要因によって発生

し、その結果として地下水や河川から検出されるものである。調査結果について

は、調査後できるだけ適切なタイミングで公表するとともに、その後どのように

対応していくのかも含めて適切に進めてほしい。 

光化学オキシダントについては、環境基準が達成されておらず、全国的な傾向

も背景にあると考えられる。市内事業所への規制だけで解決できる課題ではない

ものの、環境基準未達成の項目に対しては、それに応じた対策や規制の強化を検

討することが重要であると考える。しかし、現在の整理ではそうした点が明示的

に見えにくいため、検討してほしい。 

さらに、今後の方針では「継続」「縮小」「終了」に整理されているが、未改善

の課題や環境基準未達成項目については、「強化」という方向性もあって良いの

ではないかと感じる。現状のまま継続するだけでは改善につながらない可能性も

あるため、重点的な対応の必要性が分かるような整理を検討してほしい。 

 

（５）令和８年度版さがみはらの環境（相模原市環境基本計画年次報告書）(令和７年

度報告)【基本目標４】（案）について 

資料４を基に、事務局より説明が行われた。 

 

（田中会長）「さがみはらの環境」は、基本目標１から５までの５項目で構成されて

いるが、今回はそのうち基本目標４の「環境リスクの管理」の部分のみを取り出

して、先に報告いただいたものである。他の項目がそろった段階で、改めて全体

を通して報告する手順となる。今回は、先に報告された環境リスクの内容につい

て、意見や質問があれば伺いたい。 

（落合委員）今後の方向性では騒音に関する記載がないが、その理由を伺いたい。

騒音の環境基準達成率は令和２年度の９３％から令和７年度の９０％へと低下

しているものの、最終目標値は上回っている状況である。しかし、達成率は減少

傾向にあるため、現在の取組を継続するだけでは今後さらに低下する可能性もあ
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るのではないかと考えているが、その点についてどのように認識しているのか確

認したい。 

（環境保全課長）騒音の環境基準達成率については、年度ごとの調査地点数や対象

地域の違いによって数値が変動する仕組みとなっている。特に道路交通騒音は５

年間のローテーションで調査を実施し、その結果を用いて評価しているため、対

象地点数や対象エリアによって達成率が上下する。例えば、環境基準を達成して

いない国道１６号などの地点が多く含まれる年度は達成率が低くなり、津久井地

域のように達成率の高い地点が多く含まれる年度は高くなる傾向がある。そのた

め、数値は変動しているものの、全体としては９０～９１％程度で推移していく

のではないかと考えている。また、騒音対策については、事業所への立入検査や

苦情対応、米軍機による航空機騒音への対応などを継続して実施しているが、環

境基準の達成率向上と施策との関係を整理して示すことが難しい面がある。今後

の方向性への反映については、改めて検討したい。 

 

（吉永委員）事業者への立入検査については、事業所数の増加や解体工事現場の増

加によって件数そのものが変動するため、立入検査の回数を指標として評価する

ことには違和感がある。重要なのは、立入検査の結果として問題がなかったかど

うかだと思うので、今後はそのような成果が分かる指標へ見直していくことを検

討してほしい。 

（環境保全課長）ご指摘のとおりであり、今後の課題として検討していきたい。 

 

（小林委員）事業者への立入検査について、事前に事業者へ通知して実施している

のか確認したい。 

（環境保全課長）内容によって対応を分けている。 

（小林委員）事前通知をすると、その時だけ対応を整えてしまう場合があり、実態

を正確に把握できない可能性があると考える。検査結果が実態を反映したものと

なるよう、その点にも配慮してほしい。 

（田中会長）事務局の回答は、事業所に通知をして立ち入る場合もあり、事前に通

知なしで現場に行くということもあるということか。 

（環境保全課長）ご認識のとおりである。事業者の自主測定結果や取組状況などの

資料を確認する場合は、必要な資料を準備してもらうため事前に通知を行うこと

がある。一方で、解体工事現場など、事前に通知すると実態把握が難しくなるお

それがある場合は、通知を行わずに立ち入ることもある。案件の内容に応じて、

事前通知を行う場合と行わない場合を使い分けている。 

 



10 

 

（大河内副会長）先ほどの小林委員の指摘の関連で、ＰＦＡＳについてはモニタリ

ングを継続しているだけでなく、令和７年度には浄化試験の実証実験にも着手し

ている。そのため、事業内容への記載は難しいかもしれないが、今後の方向性や

取組状況の中で、その実証実験についても触れてはどうかと考える。検討をお願

いしたい。 

 

（高村委員）「現状（指標の達成状況等）」において、「気象条件等の影響もあり生活

環境項目の一部（ｐＨ、大腸菌数など）が環境基準を達成しない」と記載されて

いるが、具体的にどのような因果関係があるのかが分かりにくい。例えば、ｐＨ

が気象条件によってどのような影響を受けるのか、大腸菌数についても、渇水な

どによる影響なのか、それとも別の要因なのかが読み取れないため、その関係性

について確認したい。 

（環境保全課長）ｐＨについては、環境基準を超過している地点はいずれもアルカ

リ側に偏っており、水中の植物等による光合成の影響が要因と考えている。一方、

大腸菌数については、まだ明確な原因を特定できていない部分がある。測定方法

が大腸菌群数から大腸菌数へ変更された際には、降雨による巻き上がりなどの影

響を受けにくくなり、環境基準を達成しやすくなるのではないかという見込みも

あったが、必ずしもそのような結果にはなっていない。そのため、「気象条件等の

影響もあり」という記載については、ｐＨについては一定の説明ができるものの、

大腸菌数についてはなお要因分析が必要であり、今後検討していきたいと考えて

いる。 

（高村委員）ｐＨについては、藻類が光合成を行うことでアルカリ側に傾くという

説明だったが、その背景には栄養塩の存在があり、気象条件だけでなく、人為的

な影響や家畜、周辺の土地利用なども関係している可能性があるのではないかと

考える。また、大腸菌数についても、例えばシカの増加による糞の影響が指摘さ

れている地域もあるため、そうした要因も含めて検討してほしい。 

（環境保全課長）ｐＨについては、ご指摘の視点も含めて改めて検討したい。また、

大腸菌数についても、環境基準未達成の要因を十分に解析できておらず、施策へ

どのようにつなげるかが課題となっている。そのため、本年度から測定回数を増

やすなど、より詳細な分析ができるような取組を進めているところであり、引き

続き検討していきたい。 

（田中会長）温暖化の進行に伴う水温上昇や日照条件の変化が、光合成や水質に影

響している可能性も考えられる。要因についてはまだ十分に整理されていない部

分もあるため、今後さらに分析を進めてほしい。 
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（池田委員）一般市民の立場からすると、調査結果をホームページで公表しても、

その情報にたどり着きにくく、何が行われているのか十分に伝わっていないと感

じる。この資料を見て初めて理解できた部分もあるため、市民に対する情報発信

や伝え方について工夫を検討してほしい。 

また、「次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進」について、交付台数が１

台となっているが、この実績をもって普及促進が図られたと評価できるのか疑問

である。 

（田中会長）ホームページでの情報公開については、多くの市民が分かりにくさを

感じていると思うため、分かりやすい情報発信の方法について検討してほしい。 

 

（工藤委員）先ほど事業者への立入検査の回数を指標とすることへの意見があった

が、今後の検討課題とするにしても、現状の記載では「最終目標以上に立入検査

を実施することができました」とあり、実施回数のみを評価しているように見え

る。立入検査を実施した結果、環境基準の達成や環境保全にどのように寄与した

のかといった成果が分かる表現を加えた方が良いのではないかと考えるので、検

討をお願いしたい。 

 

（井上委員）米軍機騒音対策について、実際には米軍機以外の航空機やヘリコプタ

ーによる騒音も存在する。たとえば交通情報収集などと思われるヘリコプターが

低高度で飛行し、騒音が気になることがある。これは環境基準を達成しているの

かもしれないが、米軍機に限定した形で整理するだけで良いのか疑問に感じてい

る。 

（田中会長）その点は、次期環境基本計画でどのような項目を位置付けるかにも関

わる意見である。現行計画では米軍機騒音対策として整理されているため、この

項目で掲載されているが、今後は米軍機以外の航空機騒音やヘリコプター騒音、

さらにはドローンなど新たな騒音問題も含めて検討していく必要があるかもし

れない。今回の意見については、次期環境基本計画の検討に当たって参考にして

ほしい。 

 

（ゼロカーボン推進課長）本日の審議会では、市民等からの意見聴取や基本目標４

の振り返りについて、多様な観点から貴重な意見をいただいた。特に事業者ヒア

リングについては、目的や計画への反映方法をより明確にすべきとの指摘をいた

だき、重要な視点であると認識している。また、基本目標４についても、評価手

法や資料の見せ方、要因分析、今後の対応などについて多くの意見をいただいた

ため、可能な限り反映しながら、「さがみはらの環境」を含めて資料の修正や改善
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を進めていきたい。 

 

最後に事務局より、事務連絡があり審議会を閉会した。 

 

以 上 
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